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【Abstract】 
In this paper, we statistically analyzed the effect of individual knowledge of energy policy on the 
choice behavior of next-generation energy, including renewable energy, in Kazakhstan. 
First, those who support thermal power generation knew that Kazakhstan has abundant natural 
gas reserves, and those who supported wind and solar power generation were aware that 
Kazakhstan has huge potential for such forms of power generation. It was clear that knowledge of 
the positive and negative aspects of thermal, nuclear, wind and solar power generation had an 
impact on respondents’ preferences. 
Second, reasons given for supporting renewable energy included: unlike fossil fuels, there was no 
danger of them being exhausted; the rise in adoption of renewable energy technology around the 
world; reduction in carbon dioxide emissions; and, reduction in climate change. These results are 
consistent with research in Russia and Switzerland. 
Third, although many women were aware of the advantages and disadvantages of renewable 
energy, there were high levels of both support and opposition. Respondents with lower income and 
lower educational attainment tended to oppose renewable energy. People living in East 
Kazakhstan, the site of nuclear testing, tended to support renewable energy, but because of the 
high rates of electricity price subsidy, many people preferred the status quo. 
 
 
 
 
【キーワード】カザフスタン，エネルギー政策，再生可能エネルギー，順序ロジスティック回帰分析，
二項ロジスティック回帰分析 
 
【keywords】the Republic of Kazakhstan, Energy policy, Renewable energy, Ordered logistic 
regression analysis, Binomial Logistic Regression Analysis 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3 
 
Ⅰ.課題 
カザフスタン共和国は，中央アジアの共和制国家である。同国は北にロシア連邦，東に中華人民共
和国，南にキルギス，ウズベキスタン等とそれぞれに国境を接する内陸国である。ウクライナ騒乱
（2014 年）前の 2013 年の名目 GDP（IMF 統計）は 2,366.35 億 USD，同年の 1 人当たりの GDP
（IMF統計）は 13,789USDであり，独立（1991年 12月 10日）直後の経済状況（名目 GDP 28.75
億 USD（1992 年））に比べ，著しい飛躍を遂げている。カザフは，石油，天然ガスなどのエネルギ
ー資源や鉱物資源に恵まれており，採掘量が世界第 10 位以内に達する地下資源が 9 つも存在する。
輸出品目も地下資源とその加工品が 7 割を占める。このように鉱物資源に恵まれたカザフであるが，
砂漠化や大気汚染，土壌汚染，及び水質汚染が進んでいる注 1）。同国の環境問題は，鉱物資源の採掘
や工場・プラントに由来する汚染に起因している。カザフの工業地域の工場では排水や排気などの廃
棄物に関する制御がほとんど行われていないこともあって汚染が加速している。これまで，カザフス
タンの環境問題を事例とした研究は，旧ソ連時代のセミパラチンスク核実験場に関する社会的な研究
や医学的な研究や，アラル海周辺の水事情（水質汚染・飲水）に関するものが多かった注 2）。他方で，
カザフではウラン採鉱に起因する深刻な環境汚染も問題となっている。 
 まず，カザフスタンのエネルギーと環境問題に関する先行研究として，Dahl・Kuralbayeva（2002）
は，同国がエネルギー資源に恵まれているがゆえに，その資源の抽出と使用によって多数の生態学的
な環境問題を引き起こしており，技術的・法的な環境改善が望まれると述べている。また，Fyodorov・
Kayukov（2002）は，カザフではウランの採鉱によって大量の放射性廃棄物（2 億 4,000 万 t）が蓄
積されたため，今後はウラン産業に起因する環境負荷を減らし，放射性物質を厳重に管理することが
重要な国策となっていると報告している。富田ら（2006）は，カザフ北東地域の 100地点以上から河
川水，地下水，湧水，湖水を採取し，主要溶存成分及び安定同位体比をウラン同位体と共に測定した。
富田ら（2006）の結果によると，地下水の安定同位体比（δD，δ18O）は，Irtysh 川よりも小さい
が，地下水・湖水のU濃度は海水の数倍に達し，234U/238U放射能比も比較的高い同位体比（1.8）を
示し，環境汚染が進んでいることを報告している注 3）。他方，Togzhan（2010）は，中央アジアが世
界的なウラン供給元であるがゆえに，政治が不安定である国々では核テロリズムや放射性物質汚染に
起因する健康リスク等，セキュリティの危険性や脆弱性があることを指摘する。以上のように，カザ
フでは，ウラン探鉱による環境汚染の問題が，一般住民の間での内部被ばくに関するリテラシーを相
対的に高める要因となっている。 
エネルギー資源や鉱物資源に恵まれたカザフスタンであるが，環境問題が深刻化しているため，化
石燃料から再生可能エネルギーへの政策的に転換することも模索されている。Nazarbayev 大統領は
2012年 12月に行われた年次教書演説で，新たな国家の政策方針として「カザフスタン 2050年戦略」
を発表した（中馬（2013））。この国家的な低炭素エネルギー戦略では，2050 年までにカザフの発電
量を，再生可能エネルギーによって 50％を賄うまで引き上げることが明示されている（Karatayevら
（2016））。そしてカザフが化石燃料に依存する中で，再生可能エネルギーの効率性が高まり，リスク
が低下し，再生可能エネルギーが普及して，発展するならば，カザフの環境や経済，そして社会的に
も利益をもたらすことが予測されている（Karatayevら（2016））。ただし，Karatayev・Clarke（2015）
は，カザフでは再生可能エネルギーの潜在力が極めて高いにも関わらず，発電を化石エネルギーに依
存しており，温室効果ガスが環境や人々の健康に負の影響を及ぼしていることを指摘している。また
温室効果ガスの排出を減少させるには，既存のエネルギーシステムから，風力と太陽光発電に切り替
える必要があると述べている（Karatayev・Clarke（2015））。 
以上のように，カザフスタンでは，エネルギー資源や鉱物資源に恵まれているがゆえに，環境汚染
が深刻化してきたが，現在では化石燃料から再生可能エネルギーへの転換が図られようとしている。
しかしながら，カザフ人がどのような電力を推進し，エネルギーに対してどのくらい知識があるのか，
調査した研究が見当たらなかった。カザフでは独立後，世論調査も実施されるようになり，国民が政
策を評価することの重要性が認識されるようになった。そのため，カザフにおいても，社会的に有効
なエネルギー政策を実現するためには，市民からその政策を評価してもらうことは不可欠である。し
かしながら，これまでの先行研究では，政策評価を検討するだけの論拠を得ようとするだけの研究が
十分ではなく，市民から直接的にエネルギー政策を評価してもらい，分析した研究はなかった。 
そこで本稿では，エネルギー資源や鉱物資源に恵まれながら核実験やウラニウム採鉱による放射能
汚染が進むカザフスタンを事例として，エネルギーに関する知識が再生可能エネルギーを含めた次世
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代エネルギーの選択行動に与える影響を統計的に分析し，考察する。 
 
Ⅱ.研究の方法 
１．本稿の構成 
本稿の具体的な構成は以下の通りである。 
第 2章では，研究の方法として，本稿の構成とアンケート調査の設計，研究の比較方法，推計方法
について説明する。 
第3章では，カザフにおけるエネルギー埋蔵量とその潜在力に関する知識や，エネルギー開発問題
に関する知識，カザフ人が推進する電力，再生可能エネルギーを推進する理由としない理由，日本の
エネルギー産業への期待するもの等について考察する。 
第4章では，カザフ人が推進する電力は，個人属性やエネルギーに関する知識に関連性があるのか，
統計的に推計する。また，再生可能エネルギーを推進する理由と推進しない理由のうちで，推進する
かしないかの賛否に最も影響を及ぼしているのはどの理由なのか，統計的に推計する。そして，再生
可能エネルギーを推進する理由と推進しない理由は個人属性によって差異があるのか，統計的に推計
する。 
第 5章では，エネルギーに関する知識が次世代エネルギーの選択行動に与える影響を総括する。 
 
２．調査設計 
本節では調査設計について説明する。本稿では，以下の 3つの帰無仮説が棄却されるのか，検討し
たい。 
第 1に，カザフスタンでは，エネルギー資源や鉱物資源に恵まれており，天然ガスやウラニウムが
大量に埋蔵している（前節参照）。そのため，原発を例にすると，ウラニウムの埋蔵量が多いという事
実を知る者は，原発を推進する可能性がある。よって，①帰無仮説 H0：「エネルギーの埋蔵量を知っ
ていても，そのエネルギーを推進することに差はない」，対立仮説 H1：「エネルギーの埋蔵量を知って
いるならば，そのエネルギーを推進することに差はある」という仮説が棄却されるか，検討したい。 
第 2に，再生可能エネルギーの潜在能力が非常に高いことでも知られている。そのため，太陽光発
電を例にすると，カザフの日照時間が長いことを知る者は，太陽光発電を推進する可能性がある。よ
って，②帰無仮説 H0：「再生可能エネルギーの潜在力を知っていても，再生可能エネルギーを推進す
ることに差はない」，対立仮説H1：「再生可能エネルギーの潜在力を知っているならば，そのエネルギ
ーを推進することに差はある」という仮説が棄却されるか，検討したい。 
第 3に，東カザフスタン州ではセミパラチンスク核実験場が位置し，放射性降下物による放射能汚
染が進んでいる（Nakamuraら（2020））。そのため，東カザフスタンの居住者は，再生可能エネルギ
ーを推進する可能性がある。よって，③帰無仮説H0：「東カザフスタンの居住者は核実験を知ってい
ても，居住地域によって再生可能エネルギーを推進することに差はない」，対立仮説 H1：「東カザフス
タンの居住者は核実験を知っているため，再生可能エネルギーを推進する」という仮説が棄却される
か，検討したい。 
調査は SurveyMonkey で Web アンケートを作成した上で，消費者パネルに対してアンケートを配
信・調査を行った。調査票の言語はロシア語である。調査対象地域はカザフスタン全土であり，351名
が回答し，そのうちの 304 名が完全回答した。集計日は日本時間の 2019 年 9 月 20 日（金）～21 日
（土）である。 
なお，サンプル選定の際，性別，年齢別等などの組合せにより分類し，その各組から母集団に比例
する標本を選出する Quota Method を選択する場合がある。SurveyMonkey では，カザフスタンの州や
地域別に限定してサンプルを抽出することができないため，サンプリングは消費者パネル内の母集団
の分布に従った。ただし，インターネット調査では，人口が多い Almaty州周辺や 20～40代からの回
答が多いことや，中高年層の回答は少ないこと，エンジニアや大卒者以上の学歴層が多いこと等，調
査の限界もあり，サンプルに偏りがあることが予想される。 
 
３.推計方法 
(1)カザフ人が推進する電力と知識及び個人属性との関連性に関する分析 
 本節では，推計方法について説明する。 
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まず，電力を推進する意思が，知識と個人属性とどの程度関連性があるのか把握するため，順序ロ
ジットモデルで推計する。 
目的変数は，『火力発電の推進』（以下，表 4参照）を例にすると，全く推進しない＝1，あまり推進
しない＝2，どちらでもない＝3，少し推進する＝4，とても推進する＝5として，推計した。 
説明変数は，7つの個人属性と「エネルギー埋蔵量と潜在力に関する知識」（以下，表2参照）と「エ
ネルギー開発問題に関する知識」（以下，表3参照）を導入し，推計する。まず，個人属性についてで
あるが，荻生ら（2009）は，セミパラチンスク核実験場周辺住民を対象とした疫学調査を実施し，多
変量解析によって分析した結果，新生物及び循環器系疾患ともに性別，年齢，民族の影響が大きいと
結論付けているため，本稿でも個人属性を推計式に導入した注5）。個人属性に関する説明変数は，性
別（男性=1，女性=0），地域（東カザフスタン州＝1，東カザフスタン州以外＝0），12歳以下の子供
（いる=1，いない=0）の3つを質的変数（ダミー変数）として導入した。東カザフスタン州にはセミパ
ラチンスク被害者認定を受けた居住者が多く含まれることが予想されるため，ダミー変数に導入した。  
更に，年齢，世帯員数，教育（学歴），所得（平均収入）の 4 つを連続変数として導入した。ここ
で，年齢と所得については，各階層の級代表値（例：年齢「40～50歳」ならば 45歳，所得「10,001-
20,000KZT」ならば 15,000 KZT）を算出し，これを離散変数として連続変数に導入した。また，教
育（（学歴））については，高校 1～大学院 4 のように得点化した離散変数として，説明変数に導入し
た注 6）。 
 
(2)再生可能エネルギーの推進意思と推進する・しない理由との関連性に関する分析 
次に，再生可能エネルギーを推進する意思が，推進する理由や推進しない理由とどの程度関連性が
あるのか把握するため，順序ロジットモデルで推計し，限界効果も推計する。 
目的変数は『再生可能エネルギーの推進』とし，説明変数は「再生可能エネルギーを推進する理由」
（表 5 参照），「再生可能エネルギーを推進しない理由」（表 6 参照）を導入し，順序ロジットモデル
を推計する。 
目的変数は，全く知らない＝1，あまり知らない＝2，どちらでもない＝3，少し知っている＝4，よ
く知っている＝5として，推計した（表 4参照）。 
説明変数は，「二酸化炭素を排出しないため，地球温暖化防止に役立つから」を例にすると，この評
価項目にチェックした場合＝1，チェックしなかった場合＝0としたダミー変数を導入している。 
 
(3)再生可能エネルギーを推進する・しない理由と個人属性との関連性に関する分析 
更に，「再生可能エネルギーを推進する理由」と「再生可能エネルギーを推進しない理由」を目的変
数として，個人属性と関連性があるのか，二項ロジットモデルを推計する。 
目的変数は「再生可能エネルギーを推進する理由」と「再生可能エネルギーを推進しない理由」と
し，説明変数は，先述した 7つの個人属性を導入し，推計する。 
なお推計の際，従属変数のカテゴリーは，段階間の差異が統計的に有意でない場合や，回答者の数
が少ない場合については統合した。そして，推計は AICや尤度比の値を考慮して，最適な推計結果だ
けを示した。各説明変数は Backward Selection method を用いて，20％有意水準以上の説明変数を
削除し，有意水準 1～10％で有意であった変数だけが残るように，最適な推計結果が得られるまで推
計した。 
以下，表にある cut とは閾値変数を示し，Pr(y=1)=Pr(βx<cut1)，Pr(y=2)=Pr(cut1<βx<cut2)のよ
うに対応している（yは従属変数のカテゴリー，xは説明変数，βはパラメータ）。 
 
Ⅲ. 調査概要 
１．サンプル属性 
本節では，調査結果を考察する前に，サンプル属性を概略したい。 
表１は，サンプル属性を示している。まず，性別を見ると，男性が 37.2％，女性が 62.8％を占めた。
家庭内に 12 歳以下の子供（もしくは孫）がいる者が 62.8％を占めた。居住地域は，東カザフスタン
州の南に隣接するアルマトイ州が 36.2％，アクモラ州（首都ヌルヌスタンを含む）が 13.5％を占め
た。また，核実験場が位置する東カザフスタン州が 7.9％，東カザフスタン州の西に隣接するカラガ
ンダ州が 7.9％，北西に隣接するパブロダール州が 7.2％を占めた。本稿のデータは，最大の人口を抱
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えるアルマトイ
に集中すること
は予想していた
が，東カザフスタ
ンと隣接する 3
州（アルマトイ
州，カラガンダ
州，パブロダール
州）で 59.2％を占
めた。職業は，一
般事務勤務者が
33.2％と最も多
く，エンジニア/
専門家（16.1％）
や 自 営 業
（13.2％）が多
い。また主婦等が
7.9％，求職者が
4.6％，退職者が
3.0％，病気療養
中等が 1.0％等，
職業に就いてい
ない者が 18.5％
を占めた。平均年
齢 37.4 歳であ
り， 30～ 39 歳
（37.8％）や 40
～ 49 歳
（27.0％），20～
29歳（24.7％），
及び 50～59 歳
（6.3％）の年齢
階 層 が 多 い 注
7）。核実験が終了
したのが 1989年
であり，調査日からちょうど 30 年が経過している。平均年齢の高低によって，核実験を知る者と知
らない者の差が推計結果に反映されることが予想される。学歴は，大学（59.9％）が最も多く，短大・
専門が 16.8％，大学院が 15.1％，となっている注 8）。平均月収は 133,926KZT であり，1 KZT を
0.00257637USD で換算すると，346.7USD となる。2019 年 9 月のカザフの月収は 487USD である
が，本稿のデータは若干所得水準が低い。所得階層は 100,001-120,000KZT が 10.9％と最も多く，
120,001-140,000KZTが 9.2％となっている。国連（2009-2017年）によると，カザフの Gini係数の
値（27.5）は統計のある世界 152カ国中第 9位で小さいため，カザフは所得格差が小さい国の 1つで
ある。しかしながら，本稿の所得区分をみると国連統計より所得格差がみられている。 
 
２．カザフスタンにおけるエネルギー埋蔵量と潜在力に関する知識 
表 2は，カザフスタンのエネルギー潜在力に関する知識を集計した結果を示したものである。 
 
(1)カザフスタンにおける国内電気料金 
カザフでは，石油と石炭の産出量が多い。石炭の生産量（BP統計は 1 億 5,690t，（2018年）であ
り，世界 34カ国中第 10位である。また，石油の生産量（BP 統計）は 9,121.2万 t（2018 年）であ
度数 割合 度数 割合
男性 113 37.2% 一般事務勤務者 101 33.2%
女性 191 62.8% 公務員 27 8.9%
19歳以下 3 1.0% 工場勤務者 19 6.3%
20～29歳 75 24.7% エンジニア/専門家 49 16.1%
30～39歳 115 37.8% 自営業 40 13.2%
40～49歳 82 27.0% 主婦/主夫 24 7.9%
50～59歳 19 6.3% 退職者 9 3.0%
60～69歳 7 2.3% 求職者 14 4.6%
70歳以上 3 1.0% 学生 6 2.0%
平均・SD 37.4 10.6 病気療養中/休職中/産休 3 1.0%
中学校 4 1.3% その他（農家1/教師3/その他8） 12 3.9%
高等学校 21 6.9% 10,000 KZT以下 12 3.9%
短大・専門 51 16.8% 10,001-20,000KZT 4 1.3%
大学 182 59.9% 20,001-30,000KZT 6 2.0%
大学院 46 15.1% 30,001-40,000KZT 2 0.7%
アルマトイ州 110 36.2% 40,001-50,000KZT 8 2.6%
アクモラ州 41 13.5% 50,001-60,001KZT 14 4.6%
アクトベ州 7 2.3% 60,001-70,000KZT 16 5.3%
アティラウ州 7 2.3% 70,001-80,000KZT 22 7.2%
東カザフスタン州 24 7.9% 80,001-90,000KZT 18 5.9%
マンギスタウ州 7 2.3% 90,001-100,000KZT 24 7.9%
北カザフスタン州 13 4.3% 100,001-120,000KZT 33 10.9%
パブロダール州 22 7.2% 120,001-140,000KZT 28 9.2%
カラガンダ州 24 7.9% 140,001-160,000KZT 21 6.9%
コスタナイ州 16 5.3% 160,001-180,000KZT 19 6.3%
クズロルダ州 3 1.0% 180,001-200,000KZT 16 5.3%
テュルキスタン州 15 4.9% 200,001-225,000KZT 13 4.3%
西カザフスタン州 7 2.3% 225,001-250,000KZT 11 3.6%
西カザフスタン州 8 2.6% 250,001-275,000KZT 5 1.6%
12歳以下子供いる 191 62.8% 275,001-300,000KZT 10 3.3%
12歳以下子供いない 113 37.2% 300,001KZT以上 22 7.2%
世帯員数平均・SD 3.68 1.3 平均・SD 133,926 80,960
表１　サンプル属性（n=304）
個人属性 個人属性
性
子
供
年
齢
職
業
出所：SurveyMonkeyによる調査結果から作成
注：1）子供とは，中学生以下の子供を示す。
注：2）年齢，所得の平均・SD（標準偏差）は階級値を用いて算出した。
注：3）その他は，農家1名，教師3名を含む。
学
歴
月
収州
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り，世界 49 カ国中第 13 位である。カザフの火力発電比率（EIA 統計）は 88.13％（2017 年）を賄
っている。同国の電気料金は，ロシアの電気料金の半額，再生可能エネルギーの割合が高いデンマー
クやドイツの電気料金の 8分の 1から 10分の 1である[2]。そこで，市民は同国の電気料金が，世界
の主要国と比較しても安価であることを知っているのかどうかを尋ねてみた。その結果，「少し知っ
ている」（42.1％）者が最も多いのだが，「あまり知らない」（29.3％）者と「全く知らない」（15.5％）
者を合計すると，44.7％の者が知らなかった。 
 
(2)カザフスタンにおける天然ガス埋蔵量 
次に，カザフの油田からは，副産物として大量の天然ガスが排出されており，天然ガスの生産量（BP）
は 243.72 億 m3（2018 年）であり，これを発電燃料とした場合，西部地域だけでも国内電力需要の
10％を満たす電力を発電できる[2]。カザフでは，家庭用電力に限れば，LPG による電力供給が最も
多く，都市部でも 36.5％が LPG によって電力が供給されているが，農村部では 47.2％が LPG によ
って電力が供給されている[3]。そこで，カザフ市民は同国には大量の天然ガスが埋蔵していることを
知っているのかどうかを尋ねてみた。その結果，「よく知っている」（29.6％）者と「少し知っている」
（55.3％）者を合計すると，84.9％の者が知っていた。  
 
(3)カザフスタンにおけるウラニウム埋蔵量 
カザフでは，石油や石炭とともに，ウランの産出量が多い。ウランの生産量（WNA統計）は 23,391 
tU（2017年）を産出し，世界第 25カ国中第 1位である。そして，ウランは恒常的に生産量が増加し
ており，特に世界金融危機を経てからは伸びが著しい。2007年の世界金融危機当時，6,637 tU（2007
年）の産出量であったが， リーマン・ショック後の翌年には 14,020 tU（2009年）へと，2.112倍に
倍増した。カザフスタン国内には，東部のマンギスタウ州西部を中心に 469,000 tU のウラニウム埋
蔵量があり，東北部のセミパラチンスク旧核実験場近隣，東部のバルハシ湖近隣でバルハシ原子力発
電所を建設する計画が進んでいる[2]。そこで，市民には大量のウラニウムが埋蔵していることを知っ
ているのかどうかを尋ねてみた。その結果，「よく知っている」（21.7％）者と「少し知っている」（52.6％）
者を合計すると，74.3％の者が知っていた。 
 
(4)カザフスタンにおける風力発電の潜在力 
カザフスタンは国民 1人当たりで見た場合，風力発電の潜在力が世界一である[2]。カザフは北半球
に位置し，年間 1.3 兆 kWh という膨大な風力ポテンシャルを持ちながら，500kv しか発電されてい
ない[3]。そのため，カザフの風力発電比率（EIA統計）は僅か 0.35％（2017年）に過ぎない。カザ
フ市民は，同国が風力発電による潜在力の高い国であることを知っているのか尋ねた結果，「よく知
っている」（22.7％）者と「少し知っている」（37.8％）者を合計すると，60.5％の者が知っていた。 
 
(5)カザフスタンにおける太陽光発電の潜在力 
カザフスタンの年間日照時間は 2,200〜3,000 時間で，これは年間 1,300〜1,800 kW /m²に相当す
評価 平均
質問 標準偏差
7.2% 42.1% 5.9% 29.3% 15.5% 2.964
22 128 18 89 47 1.275
29.6% 55.3% 2.0% 9.2% 3.9% 3.974
90 168 6 28 12 1.021
21.7% 52.6% 3.9% 16.8% 4.9% 3.694
66 160 12 51 15 1.132
22.7% 37.8% 8.2% 23.4% 7.9% 3.441
69 115 25 71 24 1.283
21.1% 49.7% 6.3% 16.8% 6.3% 3.625
64 151 19 51 19 1.171
注）表中の平均とは，5段階のリッカート尺度を使った質問項目を得点化し，平均したものである（表3，表4も同様）。
太陽光発電
の潜在力
カザフスタンが太陽光発電による潜在力の高
い国であることを知っていますか。
天然ガス埋
蔵量
カザフスタンには大量の天然ガスが埋蔵して
いることを知っていますか。
安価な国内
電気料金
カザフスタンの電気料金が，世界の主要国と
比較しても安価であることを知っていますか。
ウラニウム
埋蔵量
カザフスタンには大量のウラニウムが埋蔵して
いることを知っていますか。
風力発電の
潜在力
カザフスタンが風力発電による潜在力の高い
国であることを知っていますか。
表２　カザフスタンにおけるエネルギー埋蔵量と潜在力に関する知識（n=304）
評価項目
よく知っ
ている
少し知っ
ている
どちらとも
いえない
あまり知
らない
全く知ら
ない
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る[3]。カザフは，太陽耕発電に好条件な立地にありながら，農村の一部で活用されているだけで，メ
ガソーラーを設置されているような場所はなかった[3]。カザフでは国有地 100ha に太陽光パネルを
設置し，4万世帯に電力を供給するオークションを実施し， 6か国（ロシア，イタリア，ドイツ，中
国，オランダ，カザフスタン）の投資家が集まった[4]。2030 年までに太陽光発電は，国内のエネル
ギー需要の 15％をカバーし，化石燃料に代わる代替エネルギーになる可能性がある[4]。しかしなが
ら，カザフの太陽光発電比率（EIA 統計）は，僅か 0.10％（2017 年）に過ぎない。市民は，同国が
太陽光発電による潜在力の高い国であることを知っているのか尋ねた結果，「よく知っている」
（21.1％）者と「少し知っている」（49.7％）者を合計すると，70.7％の者が知っていた。 
 
３．カザフスタンにおけるエネルギー開発問題に関する知識 
表 3は，カザフスタンにおけるエネルギー開発問題に関する知識を集計した結果を示したものであ
る。 
 
(1)石炭の有害性 
カザフスタンの石炭は品質が高いため，同国では産出する鉄と組み合わせて鉄鋼を生産している[2]。
しかしながら，カザフで産出される石炭が燃料として活用される際には，炭化が不充分な褐炭として
使われてしまい，臭気や煤を多く排出し，公害の原因となってしまっている[2]。そして，カザフの石
炭火力発電所は，総発電量の 75％を占め，温室効果ガスの排出と人間の健康と環境への影響が懸念さ
れている（Karatayev, Clarkea（2014）） 。市民は，石炭による火力発電が公害の原因となっている
ことを知っているのか尋ねた結果，「よく知っている」（31.9％）者と「少し知っている」（48.4％）者
を合計すると，80.3％の者が知っていた。 
 
(2)ダムの自然破壊 
カザフスタンは水資源が豊富であるが，主な河川はアルタイ山脈を水源とする東部と南部地域に偏
っている[2]。カザフの水力発電施設は，近隣諸国に比べて発電量は少ないが，50MW以上の大規模な
水力発電所は 15施設あり，独立前の旧ソビエト時代に設置された[5]。水力発電比率（EIA統計）は
11.37％（2017年）であり，水力発電への利用はごく一部である。カザフ市民は，大規模なダム建設
が，自然環境を破壊することを知っているのか尋ねた。その結果，「よく知っている」（16.1％）者と
「少し知っている」（40.8）者が最も多いが，次いで「あまり知らない」（27.3％）者も多かった。 
 
(3)核実験による放射性物質被害 
2019年現在，カザフ国内で原発を建設する計画はあるが，稼動している原発は存在しない。しかし
ながら，カザフ北東部，セメイの西方 150kmの草原地帯には四国の面積（18,000km2）に匹敵するセ
ミパラチンスク核実験場が存在していた。市民は，この核実験場からの放射性降下物によって約 20万
人の地域住民が直接的な健康被害を受けたことを知っているのか尋ねた。その結果，「よく知ってい
る」（40.5％）者と「少し知っている」（47.7％）者を合計すると，88.2％の者が知っていた。カザフ
において，セミパラチンスクに核実験場が存在していたことは，ほとんどの者が知っていた。 
評価 平均
質問 標準偏差
31.9% 48.4% 4.9% 11.2% 3.6% 3.938
97 147 15 34 11 1.068
16.1% 40.8% 7.9% 27.3% 7.9% 3.299
49 124 24 83 24 1.248
40.5% 47.7% 2.6% 6.9% 2.3%
4.171
123 145 8 21 7
0.942
9.2% 31.9% 9.5% 34.2% 15.1% 2.859
28 97 29 104 46 1.273
表３　カザフスタンにおけるエネルギー開発問題に関する知識（n=304）
評価項目
よく知って
いる
少し知っ
ている
どちらとも
いえない
あまり知ら
ない
全く知らな
い
送電ロス
送電ロスが起こっていることを知っていま
すか
石炭の有害
性
石炭による火力発電が公害の原因となっ
ていることを知っていますか。
ダムの自然
破壊
あなたは、大規模なダム建設が、自然環
境を破壊することを知っていますか。
核実験によ
る放射性物
質被害
セミパラチンスク核実験場からの放射性降
下物によっておよそ20万人の付近の住民
が直接的な健康被害を受けたことを知っ
ていますか。
9 
 
 
(4)送電ロス 
最後に，カザフスタンでは，送電時のロスが多く，平均 21.5％，特に農村部では 25～50％が送電
時に失われている[2]。カザフで送電ロスが多い理由は，①発電所が北東部に集中し，送電距離が 500
～1500kmあり，消費地まで遠いことや，②厳しい大陸性気候でコロナ放電による電力ロスが激しく，
送電ロスの 20～30％がコロナ損であること，③カザフの送電線の 50～60％が老朽化していること等，
3つの理由が挙げられている[2]。カザフでは電力を発電しても 21.5％が送電ロスしていることを，市
民は知っているのか尋ねてみた。その結果，「少し知っている」（31.9％）者は多いが，「あまり知らな
い」（34.2％）者が最も多かった。 
 
４．カザフスタンで推進する電力源 
表４は，カザフスタンで推進する電力源について，集計した結果を示したものである。 
 
(1)火力発電 
まず，市民は政府が火力発電を推進するべきかどうかについてであるが，「とても推進する」（67.1％）
者と「少し推進する」（22.7％）者を合計すると，89.8％の者が推進した。カザフでは天然ガスが安価
なため，電力価格も安く，CO2の発生量が多くても火力発電を推進する者は多かった。 
 
(2)原子力発電 
次に，市民は政府が火力発電を推進するべきかどうかについてであるが，「全く推進しない」（30.9％）
者が最も多かった。核実験に由来する放射性物質によって被曝した者も少なくないため，反核を唱え
る者は多い。他方，「とても推進する」（20.7％）者と「少し推進する」（22.0％）者を合計すると，42.8%
の者が推進した。カザフでは，ウラニウムの生産量が 21,705tU（IEA，2018 年）と世界一であるこ
ともあって，反核を唱える者が多くいる一方で，原発を推進する者は多い。 
 
(3)水力発電 
更に，市民は政府が水力発電を推進するべきかどうかについてであるが，「とても推進する」（51.3％）
者と「少し推進する」（28.6％）者を合計すると，79.9％の者が推進した。カザフでは水資源が豊富で
ありながら，水力発電比率は 11.41 %（IEA，2018年）に過ぎない。しかしながら，水力発電を有効
評価 平均
質問 標準偏差
67.1% 22.7% 3.6% 4.9% 1.6% 4.487
204 69 11 15 5 0.905
20.7% 22.0% 13.8% 12.5% 30.9% 2.891
63 67 42 38 94 1.552
51.3% 28.6% 8.6% 7.6% 3.9% 4.158
156 87 26 23 12 1.112
87.2% 9.9% 0.7% 1.3% 1.0% 4.809
265 30 2 4 3 0.605
86.8% 8.9% 1.6% 2.0% 0.7% 4.793
264 27 5 6 2 0.629
評価
平均
質問
標準偏差
75.0% 12.2% 7.9% 2.0% 3.0% 4.543
228 37 24 6 9 0.939
どちら
ともい
えない
枯渇性エ
ネルギー
を少し推
進する
枯渇性エ
ネルギー
を推進す
る
再生可能エ
ネルギーの
推進
政府が再生可能性エネル
ギーの推進するべきだと思
いますか。
評価項目
水力発電の
推進
政府が水力発電を推進する
べきだと思いますか。
とても推進
する
再生可能
エネル
ギーを推
進する
再生可能
エネル
ギーを少
し推進す
る
太陽光発電
の推進
政府が太陽光発電を推進す
るべきだと思いますか。
風力発電を
推進
政府が風力発電を推進する
べきだと思いますか。
表４　カザフスタンで推進する電力（n=304）
火力発電の
推進
政府が火力発電を推進する
べきだと思いますか。
原子力発電
の推進
原子力発電を推進するべき
だと思いますか。
評価項目
少し推進
する
どちら
ともい
えない
あまり推進
しない
全く推進し
ない
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に使おうとする者は少なくない。 
 
(4)太陽光発電 
加えて，市民は政府が太陽光発電を推進するべきかどうかについてであるが，「とても推進する」
（87.2％）者と「少し推進する」（9.9％）者を合計すると，実に 97.0％の者が推進した。カザフでは，
火力発電に依存したい者がいる一方で，日照時間が多い太陽光発電に期待する者は極めて多かった。 
 
(5)風力発電 
同様に，市民は政府が風力発電を推進するべきかどうかについても，「とても推進する」（86.8％）
者と「少し推進する」（8.9％）者を合計すると，95.7％の者が推進した。風力発電の潜在力が高いカ
ザフでは，太陽光発電とともに風力発電に期待する者は多かった。 
 
(6)再生可能エネルギーの推進意思 
カザフでは，太陽光発電や風力発電等の再生可能エネルギー比率（EIA統計）は 0.49％（2017年）
であり，世界 214カ国中 147位と世界的にも低レベルである。このような状況の下で，市民は，太陽
光発電や風力発電等を利用した再生可能エネルギーと，化石燃料を利用した枯渇性エネルギーのどち
らを推進するのか尋ねてみた。その結果，「再生可能エネルギーを「推進する」（75.0％）者と「少し
推進する」（12.2％）を合計すると，87.2％の者が推進した。枯渇性エネルギーを「推進する」（3.0％）
者と「少し推進する」（2.0％）者を合計しても，枯渇性エネルギーを推進する者は僅か 5.0％であっ
た。 
表 5は，再生可
能エネルギーを
推進する理由と，
ロシアでの調査
結 果 （ 中 村 ら
（2020a））と比
較して有意な差
があるのかどう
か，母比率の差の
検定を推計した
結果を示したも
のである。ロシア
と比較した理由
は，再生可能エネ
ルギー発電比率
が 0.37％（EIA，
2017 年）に過ぎ
ない CIS 加盟国
のロシアと比較
するためである。 
まず，再生可能エネルギーを推進する理由としては，『二酸化炭素を排出しないため，地球温暖化防
止に役立つから』（50.0%）という理由が，最も多かった。次いで『再生可能エネルギーを使った電力
供給が増えれば，再生可能エネルギーの価格も下がると思うから』（40.5％）という理由が多く，『ど
の発電方法も有害物質の排出がほとんどないから』（38.5％），『再生可能エネルギーを買い取る制度が
始まったから』（33.2％）等の理由が続く。 
母比率の検定を推計した結果，カザフよりロシアの方が有意水準 5～10％でその割合が有意に高い
評価項目は『化石燃料のように枯渇する心配がないから』（-11.2%）や『各家庭やビルや工場等，どん
な場所にも設置できるから』（-9.92％），『各家庭やビルや工場など，どんな場所にも設置できるから』
（-13.5%），『再生可能エネルギー施設の建設によって，過疎地域の経済対策にもなるから』（-11.8%）
等が挙げられる。逆に，カザフの方がロシアより評価の高い項目は『科学技術力を世界にアピールす
二酸化炭素を排出しないため，地球温暖化防止に役立つから 152 50.0% -3.6%
再生可能エネルギーを使った電力供給が増えれば，再生可能エネ
ルギーの価格も下がると思うから
123 40.5% -5.9%
化石燃料のように枯渇する心配がないから 117 38.5% -11.2% **
科学技術力を世界にアピールすることができるから 101 33.2% 7.7%
各家庭やビルや工場等，どんな場所にも設置できるから 98 32.2% -13.5% **
再生可能エネルギー施設の建設によって，過疎地域の経済対策に
もなるから
86 28.3% -11.8% **
どの発電方法も有害物質の排出がほとんどないから 81 26.6% -3.2%
耐用年数が長いから 70 23.0% -4.5%
世界中で再生可能エネルギーが普及し始めているから 58 19.1% -7.7%
小規模分散型の発電所を建設しやすいから 55 18.1% -6.7%
再生可能エネルギーを買い取る制度が始まったから 34 11.2% -0.7%
その他 3 1.0%
表５　再生可能エネルギーを推進する理由（複数選択可）と母比率の差の検定
評価項目 度数 割合
母比率の差
KAZ-RUS
―
注：1)***，**，*は母比率の差がそれぞれ1%，5%，10%水準で統計的に有意であることを示す。
注：2)KAZ-RUSはカザフスタン（KAZ）での調査結果の値からロシア（RUS）での調査結果の値をを引
いた差（％）を示している（表6も同様）。
注：3)表中の「―」は，その他では母比率の検定を推計していないことを示す。
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ることができる
から』（7.7%）と
いう理由である
が，有意ではな
かった。 
表 6は，再生
可能エネルギー
を推進しない理
由と，ロシアで
の調査結果（中
村ら（2020a））
と比較するた
め，母比率の差
の検定を推計し
た結果を示した
ものである。 
再生可能エネ
ルギーを推進しない理由としては，『季節，時間，天候などの自然条件に左右されやすいから』（29.3%）
という理由が，最も多かった。次いで『エネルギー密度が低いため大きな設備が必要となり，建設費
が高いから』（25.3％）という理由が多く，『電力が安定的に供給できないから』（24.7％），『発電所を
設置する場所によって環境に馴染まないから』（23.7％）等の理由が続く。 
母比率の検定を推計した結果，カザフスタンよりロシアの方が有意に高い評価項目は，『季節，時
間，天候などの自然条件に左右されやすいから』（-10.8％），『発電所を設置する場所によって環境に
馴染まないから』（-14.4％），『蓄電技術が開発されていないから』（-9.4％），『発電量が少ないから』
（-14.7％），『再生可能エネルギーを増やすことで電気代が高くなるから』（-12.3％）等が挙げられる。
逆に，ロシアよりカザフスタンの方が評価の高い項目は『エネルギー密度が低いため大きな設備が必
要となり，建設費が高いから』（1.8%），『再生可能エネルギーが実用化されているとは思えないから』
（5.2%），『現状の電気料金に満足しているから』（2.9%）という理由であるが，有意ではなかった。 
  
(7)日本のエネルギー産業への期待 
香山（2007）は，カザフスタンが核燃料サイクル産業の高度化を目指していることから，日本の電
力会社がロシアと共にユーラシアにおける新たな核燃料供給ルートを確立し，日本の原子炉プラント
メーカーも原子炉の新規建設受注の獲得するため，日本とカザフスタンは原子力外交の提携を強化し
ていると述べている。他方で，同国と中国の Lyailya[D]は，カザフスタンが中国の投資を積極的に受
け入れるようになり，代替的なエネルギー資源を開発することを試みつつ，再生可能なエネルギー資
源の開発にも多大な意欲を示していると述べている。日本が中国とのエネルギー競争に勝利するため
に，カザフ人が日本企業に期待することは何であろうか。 
表７は，日本のエネルギー産業へ期待することは何か，尋ねた結果を示したものである。 
カザフ市民が日本の技術の中
でも最も期待するのは『石炭公
害を軽減する脱硫酸・脱硝酸装
置や電気集塵装置』（56.3％）の
開発援助であった。次いで『火
力発電所における排出量削減の
ための設備導入』（53.9％）が期
待され，『送電配電および電気料
金部門の公的機関管理・運営体
制の改編』（34.5％）や『石炭灰
を 99.5％回収処理する対策立
案・実行』（33.9％），及び『火力
季節、時間、天候などの自然条件に左右されやすいから 89 29.3% -10.8% *
エネルギー密度が低いため大きな設備が必要となり，建設費が高い
から
77 25.3% 1.8%
電力が安定的に供給できないから 75 24.7% -3.8%
発電所を設置する場所によって環境に馴染まないから 72 23.7% -14.4% **
発電所を設置する場所によって自然景観が保護できないから 68 22.4%
蓄電技術が開発されていないから 60 19.7% -9.4% *
再生可能エネルギーが実用化されているとは思えないから 54 17.8% 5.2%
発電所を設置する場所によって自然環境や生態系が保護できないから 52 17.1%
発電所との送電ネットワークが十分でないから 44 14.5% -0.8%
発電量が少ないから 37 12.2% -14.7% **
再生可能エネルギーを増やすことで電気代が高くなるから 36 11.8% -12.3% *
現状の電気料金に満足しているから 31 10.2% 2.9%
その他 5 1.6%
―
―
―
表６　再生可能エネルギーを推進しない理由（複数選択可）と母比率の差の検定
評価項目 度数 割合
母比率の差
KAZ-RUS
評価項目 度数 割合
石炭公害を軽減する脱硫酸・脱硝酸装置や電気集塵装置 171 56.3%
火力発電所における排出量削減のための設備導入 164 53.9%
送電配電および電気料金部門の公的機関管理・運営体制の改編 105 34.5%
石炭灰を99.5％回収処理する対策立案・実行 103 33.9%
火力発電所への天然ガス複合発電の導入 95 31.3%
ガスタービン発電所の新設 62 20.4%
ピーク時を柔軟にカバーできる水力とガスタービンの補助発電所設置 59 19.4%
超臨界タービンを備えた新たな火力発電所の建設 39 12.8%
1,000MW規模の原子力発電所建設 25 8.2%
熱併給発電設備の導入 23 7.6%
その他 8 2.6%
表７　日本のエネルギー産業への期待（複数選択可）
12 
 
発電所への天然ガス複合発電の導入』（31.3％）等も期待された。カザフ市民は，環境負荷を軽減する
技術を日本の産業に期待していた。 
 
Ⅳ．推計結果 
本章では，推計方法に基づいて，順序ロジットモデルや二項ロジットモデルによって推計した結果
を示した。 
 
１．カザフ人が推進する電力と知識及び個人属性との関連性に関する推計結果 
 表８は，原発事故の知識及び情報公開の信頼性，推進する電力と推奨する補助金税・節電税に関す
る推計結果を示したものである。 
その結果，疑似 R2は 0.017～0.099と低いが，回帰係数がゼロであることを帰無仮説とする尤度比
検定は，表中のモデルで棄却されている。全てのモデルの目的変数は 5段階に順序分けして導入して
いるが，段階間の差異が統計的に有意でなかったため，『原子力発電の推進』については 1段階と 2段
階を，その他の推進については 1 段階から 3 段階は統合して cut1 としている。なお，限界効果につ
いては，紙面の関係で省略した。 
まず，『火力発電を推進』する者をみると，「天然ガス埋蔵の知識」を持つ者の係数（0.210）は正の
値を示すため，カザフスタンで火力発電を推進する者は豊富な天然ガスの埋蔵量を知るものであった。 
次に『原子力発電を推進』する者をみると，「送電ロス」（0.312）や男性（0.824），年齢（0.030）
の係数は正の値を示した。つまり，送電ロスを知る者や男性，年齢階層が高い場合，原子力発電を推
進する結果となった。『水力発電を推進』する者の年齢（0.018）階層も高かった。 
更に『風力発電を推進』する者は，世帯員数（-0.240）が少ない者や 12 歳以下の子ども（0.961）
がいる者，及びカザフスタンの「風力発電の潜在力」（0.510）を知る者である。 
加えて『太陽光発電を推進』する者は，教育（0.368）水準が高く，カザフスタンの「太陽光発電の
潜在力」（0.706）を知る者である。 
以上，天然ガスの埋蔵量を知る者は，火力発電を推進するため，帰無仮説①が棄却された。また，
風力発電の潜在力を知る者は，風力発電を推進し，太陽光発電の潜在力を知る者も，太陽光発電を推
進するため，帰無仮説②が棄却された。 
標準 標準 標準 標準 標準
誤差 誤差 誤差 誤差 誤差
安価な電気代 0.128 0.087 0.140
天然ガス埋蔵の知識 0.210 0.127 0.097 *
風力発電の潜在力 0.510 0.136 0.000 ***
太陽光発電の潜在力 0.706 0.147 0.000 ***
石炭の有害性 0.168 0.119 0.157
核実験による放射性物質被害 -0.166 0.105 0.115
送電ロス 0.312 0.090 0.000 *** -0.154 0.146 0.293
男＝1 0.824 0.235 0.000 *** 0.317 0.238 0.184
年齢（連続） 0.030 0.009 0.001 *** 0.018 0.011 0.100 *
東カザフスタン州 0.666 0.427 0.119
世帯員数 -0.240 0.142 0.092 * 
12歳以下子ども 0.961 0.397 0.015 **
教育 0.368 0.207 0.075 *
cut1 -1.332 0.445 0.003
***
cut2 0.729 0.522 0.163 -1.964 0.443 0.000
***
0.203 0.483 0.675 1.911 0.678 0.005
***
0.368 0.941 0.696
cut3 -0.765 0.516 0.138 -3.138 0.462 0.000
***
-1.162 0.487 0.017
*
0.614 0.644 0.340 -1.326 0.924 0.151
尤度比 500.5 ** 740.0 *** 611.2 ** 266.0 *** 248.0 ***
AIC 508.5 754.0 623.2 276.0 258.0
χ2値 8.4 47.5 10.6 21.2 27.1
McFadden 0.017 0.060 0.017 0.074 0.099
注：4）推計式には，各推計式に合わせてエネルギー埋蔵量と潜在力に関する知識（表2参照）とエネルギー開発問題に関する知識（表3参照），及び7つの個人
属性を導入しているが，Backward Selection methodを用いて，20％有意水準以上の説明変数を削除し，有意水準1～10％で有意であった変数だけが残るように，
最適な推計結果が得られるまで推計した。
注：2）cutとは閾値を表し，火力・水力・風力・太陽光発電推進のcut1は「少し知っている」を，cut2は「よく知っている」を示す。
注：3）原子力発電推進のcut1は「どちらでもない」，cut2は「少し知っている」を，cut3は「よく知っている」を示す。
p値 係数 p値 係数 p値 係数
注：1）***，**，*は1%，5%，10%の水準で統計的に有意であることを示す（表9～10も同様）。
表８　カザフスタン人が推進する電力（順序ロジットモデル推計結果）
変数
火力発電推進 原子力発電推進 水力発電推進 風力発電推進 太陽光発電推進
係数 p値 係数 p値
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２．再生可能エネルギーの推進意思と推進する・しない理由との関連性に関する推計結果 
表９は，再生可能エネルギーを推進する理由と推進しない理由との関連性と限界効果を示している。 
まず，回帰係数を見ると，「二酸化炭素を排出しないため，地球温暖化防止に役立つから」（0.306），
「化石燃料のように枯渇する心配がないから」（0.615），「世界中で再生可能エネルギーが普及し始め
ているから」（0.593）等，再生可能エネルギーを推進する理由の係数が，主に正の値を示している。 
一方，「季節，時間，天候などの自然条件に左右されやすいから」という理由だけは推進しない理由
（表５参照）であるが，その係数だけが正の値を示している。市民は再生可能エネルギーが自然条件
に左右されやすいことはわかっており，自然条件が再生可能エネルギーを推進しない理由とはなって
いなかった。これらの理由は再生可能エネルギーを推進する理由として統計的に有意であった。ここ
でロシアの調査結果（中村ら（2020a））を比較すると，ロシアでも「二酸化炭素を排出しないため，
地球温暖化防止に役立つから」「化石燃料のように枯渇する心配がないから」という 2 つの理由は統
計的に正値で有意であった。またスイスの調査結果（中村ら（2020b））とも比較すると，先述した 2
つの理由に加えて，「世界中で再生可能エネルギーが普及し始めているから」という理由も統計的に
正値で有意であった。再生可能エネルギーを推進する理由は 3か国で類似していることが統計的にも
明らかになった。 
他方，「再生可能エネルギーを増やすことで電気代が高くなるから」（-0.526）という再生可能エネ
ルギーを推進しない理由の係数が，負の値を示している。カザフスタンでは再生可能エネルギーを推
進する際，市民は電気代の上昇を危惧していることがわかる。 
次に，限界効果の推計結果についてである。限界効果は「枯渇性エネルギーを推進する」から「再
生可能エネルギーを推進する」までの 5つの限界効果を推計した。 
限界効果を推計した結果，全ての評価項目の限界効果が絶対値で最も多いのは「再生可能エネルギ
ーを推進する」であったため，以下ではこの限界効果だけを考察する。 
限界効果が正値で最も大きいのは，「化石燃料のように枯渇する心配がないから」（0.169）という理
由であった。次に大きいのは「世界中で再生可能エネルギーが普及し始めているから」（0.148）とい
う理由であった。 
続いて「季節，時間，天候などの自然条件に左右されやすいから」（0.134），「二酸化炭素を排出し
ないため，地球温暖化防止に役立つから」（（0.089）という理由が続いた。 
逆に限界効果が負値で最も大きいのは，「再生可能エネルギーを増やすことで電気代が高くなるか
ら」（-0.175）という理由であった。 
標準 標準 標準 標準 標準 標準
誤差 誤差 誤差 誤差 誤差 誤差
地球温暖化防止に役立つか
ら
0.306 0.160 0.056 * -0.013 0.008 -0.009 0.005 -0.031 0.017 * -0.037 0.020 * 0.089 0.046 *
枯渇する心配がないから 0.615 0.180 0.001 *** -0.023 0.009 ** -0.016 0.007 ** -0.058 0.018 *** -0.072 0.023 *** 0.169 0.045 ***
自然条件に左右されやすい
から
0.499 0.195 0.011 ** -0.017 0.008 ** -0.012 0.006 ** -0.046 0.018 *** -0.059 0.023 ** 0.134 0.047 ***
電気代が高くなるから -0.526 0.231 0.023 ** 0.034 0.023 0.019 0.013 0.062 0.031 ** 0.060 0.026 ** -0.175 0.084 **
世界中で再生可能エネル
ギーが普及し始めているから
0.593 0.255 0.020 ** -0.018 0.008 ** -0.013 0.006 ** -0.050 0.019 *** -0.068 0.028 ** 0.148 0.052 ***
cut1 -1.539 0.174
cut2 -1.282 0.153
cut3 -0.713 0.130
cut4 -0.199 0.124
尤度比 -240.3 ***
AIC 498.6
χ2値 38.76
疑似R2 0.075
注：3）各限界効果のp値は紙面の関係で省略した。
表９　再生可能エネルギーを推進する理由と推進しない理由との関連性とその限界効果（順序ロジットモデル推計結果）
p値
注：4）推計式には，再生可能エネルギーを推進する理由（表5参照）と再生可能エネルギーを推進しない理由（表6参照）導入しているが，Backward
Selection methodを用いて，20％有意水準以上の説明変数を削除し，有意水準1～10％で有意であった変数だけが残るように，最適な推計結果が得ら
れるまで推計した。
変数
再生可能エネルギー推
進
係数
再生可能エネル
ギーを少し推進
dy/dx
枯渇性エネル
ギーを推進
dy/dx
再生可能エネル
ギーを推進
dy/dx
枯渇性エネル
ギーを少し推進
dy/dx
どちらともいえな
い
dy/dx
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３．再生可能エネルギーを推進する・しない理由と個人属性との関連性に関する推計結果 
表 10 は，再生可能エネルギーを推進する理由と推進しない理由が個人属性と関連性があるのか推
計した結果を示したものである。個人属性で差が見られた数が多いものから順に，性別，所得別，教
育水準別，子供がいる世帯別，地域別，年齢別に考察する。 
まず，性別から再生可能エネルギーを推進する理由から見ると，『再生可能エネルギーを使った電
力供給が増えれば，再生可能エネルギーの価格も下がると思うから』『再生可能エネルギー施設の建
設によって，過疎地域の経済対策にもなるから』『耐用年数が長いから』という理由は，女性（各回帰
係数-0.345，-0.353，-0.296）が推進する理由に挙げた。対して推進しない理由を見ると，『季節，時
間，天候などの自然条件に左右されやすいから』『発電所を設置する場所によって自然景観が保護で
きないから』『蓄電技術が開発されていないから』『発電所を設置する場所によって自然環境や生態系
が保護できないから』という理由も，女性（各-0.611，-0.505，-0.304，-0.439）が推進しない理由に
挙げた。 
次に，所得別に再生可能エネルギーを推進する理由を見ると，『化石燃料のように枯渇する心配が
ないから』という理由は，所得（0.054）水準が高い者が推進する理由に挙げていた。対して『現状の
電気料金に満足しているから』『再生可能エネルギーが実用化されているとは思えないから』という
理由は，所得（-各 0.069，0.068）の低い者は推進しなかった。 
更に，教育水準別に再生可能エネルギーを推進する理由を見ると，『各家庭やビルや工場等，どんな
場所にも設置できるから』という理由は，教育（0.191）水準が高い者が推進する理由に挙げていた。
対して『再生可能エネルギーを増やすことで電気代が高くなるから』『現状の電気料金に満足してい
標準 標準 標準 標準 標準 標準
誤差 誤差 誤差 誤差 誤差 誤差
男＝1 -0.345 0.157 ** -0.353 0.168 ** -0.296 0.170 * -0.611 0.168 ***
子ども=1 -0.015 0.006 *** -0.008 0.006 -0.008 0.005
年齢 0.011 0.007 0.018 0.008 **
教育 0.126 0.091 0.191 0.096 ** 0.163 0.101
所得 0.054 0.026 **
定数項 -0.542 0.270 ** -0.978 0.358 *** -0.959 0.386 ** -1.142 0.287 *** -0.511 0.134 *** -0.838 0.411 **
尤度比 -202.1 ** -198.9 ** -185.3 *** -176.8 ** -161.6 * -174.3 ***
χ2値 6.05 7.3 11.53 8.5 4.84 19
疑似R2 0.0148 0.018 0.030 0.024 0.015 0.052
標準 標準 標準 標準 標準 標準
誤差 誤差 誤差 誤差 誤差 誤差
男＝1 -0.505 0.179 *** -0.304 0.178 * -0.439 0.188 **
子ども=1 0.008 0.006 -0.015 0.006 ** 0.009 0.007 0.011 0.007
東カザフスタン州=1 0.497 0.279 * 0.596 0.300 **
年齢 -0.032 0.012 **
教育 -0.249 0.110 ** -0.346 0.118 ***
所得 -0.068 0.037 * 0.069 0.035 **
定数項 -0.778 0.146 *** -0.523 0.136 *** -0.688 0.149 *** -0.808 0.102 *** -0.486 0.428 0.696 0.611
尤度比 -154.7 *** -146.6 ** -140.2 ** -136.3 ** -105.4 ** -87.0 ***
χ2値 13.69 8.75 3.93 5.65 10.4 20.84
疑似R2 0.042 0.029 0.014 0.020 0.047 0.107
注：2)p値については紙面の関係で省略した。
注：1)推計式には，7つの個人属性を導入しているが，Backward Selection methodを用いて，20％有意水準以上の説明変数を削除し，有意水準1～10％
で有意であった変数だけが残るように，最適な推計結果が得られるまで推計した。
係数 p値
推進しない理由
化石燃料のように
枯渇する心配がな
いから
どんな場所にも設
置できるから
過疎地域の経済対
策にもなるから
耐用年数が長いから
p値
発電所を設置する
場所によって自然
環境や生態系が保
護できないから
係数
変数
再生可能エネルギーを推進する理由
再生可能エネルギー
の価格も下がると思う
から
係数 p値 係数 p値 係数
発電所を設置する場
所によって自然景観
が保護できないから
再生可能エネル
ギーを増やすことで
電気代が高くなるか
ら
p値
係数 p値 係数 p値係数 p値
表10　再生可能エネルギーを推進する理由と推進しない理由（二項ロジット分析推計結果）
係数 p値係数 p値
p値係数
係数 p値
変数
再生可能エネルギーを推進しない理由
再生可能エネル
ギーが実用化され
ているとは思えない
から
現状の電気料金に
満足しているから
季節、時間、天候な
どの自然条件に左
右されやすいから
蓄電技術が開発さ
れていないから
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るから』という理由は，教育（各-0.249，-0.346）水準が低い者が推進しない理由に挙げていた。『現
状の電気料金に満足しているから』という理由は年齢（-0.032）が低い者も推進しなかった。 
加えて，子供がいる世帯別に再生可能エネルギーを推進する理由を見ると，『各家庭やビルや工場
等，どんな場所にも設置できるから』という理由は，子供（-0.015）がいない者が推進する理由に挙
げていた。対して『蓄電技術が開発されていないから』という理由では，子ども（-0.015）がいない
者が推進しない理由に挙げている。 
加えて，地域別に再生可能エネルギーを推進する理由をみると『発電所を設置する場所によって自
然景観が保護できないから』『再生可能エネルギーを増やすことで電気代が高くなるから』という理
由は，東カザフスタン州（各 0.497，0.596）の居住者が推進しない理由に挙げている。東カザフスタ
ン州の居住者は，核実験を知っていても，居住地域によって再生可能エネルギーを推進することに差
はないといえるので，帰無仮説③は棄却されなかった。 
 
Ⅴ.結論 
１.総括 
本稿では，カザフスタンを事例として，エネルギーに関する知識が再生可能エネルギーを含めた次
世代エネルギーの選択行動に与える影響を統計的に分析した。考察した結果，下記の諸点が明らかに
された。 
第 1に，火力発電を推進する者はカザフスタンが豊富な天然ガスを埋蔵していることを知る者であ
り，風力発電や太陽光発電を推進する者は，それらの発電の潜在力が高いことをする者であった。火
力，原子力，風力，太陽光発電を推進する者は，その電力に対してメリット，デメリットに関わらず，
その知識の有無が大きく影響することが明らかにされた。 
第 2に，再生可能エネルギーを推進する理由は，化石燃料のように枯渇する心配がないことや，世
界中で再生可能エネルギーが普及し始めていること，二酸化炭素を排出しないため，地球温暖化防止
に役立つ等が理由に挙げられた。このような傾向は，ロシアやスイスの結果とも共通していた。 
第 3に，女性は再生可能エネルギーのメリットもデメリットも知っており，推進する者も推進しな
い者も多かった。ただし，所得水準や教育水準が低い者は，再生可能エネルギーを推進しない者が多
かった。また，セミパラチンスク核実験が位置する東カザフスタンに居住する者は，核実験を知って
いるため，再生可能エネルギーを推進しそうであるが，カザフでは国策によって安価な電気料金が補
償されているため，再生可能エネルギーは推進しない者が多かった。 
 
２.今後の課題 
 本研究では，エネルギーに関する知識が再生可能エネルギーを含めた次世代エネルギーの選択行動
に与える影響を統計的に分析してきたが，最後に今後の課題を述べたい。 
天然ガスの埋蔵量を知る者は，火力発電を推進するため，対立仮説が採択された。また風力発電の
潜在力を知る者は，風力発電を推進し，太陽光発電の潜在力を知る者も，太陽光発電を推進するため，
対立仮説が採択された。ただし，東カザフスタン州の居住者は，核実験を知っていても，再生可能エ
ネルギーを推進することに他の居住地域の居住者と差はないので，対立仮説が正しいとは言えなかっ
た。東カザフスタン州の電気料金（8KZT/kwh）はヌルスルタンの電気料金（8KZT/kwh）より 37.5％
ほど安いこともあって，再生可能エネルギーが普及することで，電気代が高くなることを危惧してい
るのかもしれない。しかし，本稿の調査結果だけでは，核実験の影響を知る者と知らない者で回答に
差がなかったのかは明らかにされない。核実験の影響を東カザフスタン州だけに絞って，インターネ
ット調査することは難しく，現状としてこの調査には限界があった。 
このように，我々の調査では，調査対象範囲の設定に問題があることは否定できない。核実験を知
る世代と知らない世代の知識量の差や，核実験の影響を受けた地域と受けない地域，そして，ウラニ
ウムが採掘される地域とされない地域などに分けて，次世代エネルギーの推進に影響するのかどうか
については，稿を改めて検討したい。 
 
（注） 
注 1）カザフスタンにおいて砂漠化は，①鉱物資源の採掘，②過放牧，③未熟な農業技術，④河川流
出水の規制，⑤森林破壊などに影響を受けている[1]。大気汚染は，①非鉄冶金，②火力発電所，③
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製鉄所，④石油・天然ガスの採掘，⑤自動車などに起因する[1]。土壌汚染は，①工場地帯に隣接す
る灌漑農地の工場排水や廃棄物によって汚染された土壌の影響による汚染，②農薬に起因する[1]。
水質汚染は，①化学工場，②石油精製工場，③非鉄金属鉱山，③精錬工場，都市部の下水処理場か
らの未処理の排水に由来する[1]。 
注 2）セミパラチンスク核実験場に関する社会的な研究や医学的な研究等については，Nakamuraら
（2020）を参照されたい。 
注 3）地球上の元素には、それぞれの同位体が存在する。同位体とは、元素の性質を示す陽子の数は
同じだが、中性子の数が異なるため、全体の質量数が異なる原子を示す。多くのものは不安定であ
り時間が経つと崩壊するので、放射性同位体と呼ぶが、この同位体の一部には安定に存在するもの
があり，それを安定同位体と呼ぶ。天然に存在する 238U は 99.28％であるが，234U は 0.0054%し
か存在しない。そのため，234U/238Uの同位体比が 1.8ということは，カザフ北東地域の河川水など
では放射能比が高いことを示している。 
注 4）本調査は Nakamura ら（2020）と共通のサンプルを使用しているためサンプル属性は同様で
あるが，調査項目で重なるものはない。 
注5）荻生ら（2009）の推計結果では，男性は循環器系疾患が高線量群で増加する傾向が，女性では高
線量群で循環器系疾患及び虚血性心疾患が増加する傾向が見られた。 
注6）教育については，高卒，短大卒，大学卒，大学院修了ダミーというように分解して計測する方法
もあるが，今回の推計では得点化した離散変数を教育年数の代理変数として導入した。 
注7）カザフスタンの平均年齢は30.68歳（2020年国連），15歳未満人口比率は28.46％（2018年世銀），
15歳-64歳人口比率が64.15％，65歳以上人口比率が7.39％であった。本稿のサンプルの平均年齢は若
干高い。 
注8）大学卒業者比率（四年制大学）は51.46％（2018年UNESCO）であり，本稿の比率と大差はない。 
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